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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期

第２四半期
連結累計期間

第97期
第２四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 2019年４月１日

至 2019年９月30日

自 2020年４月１日

至 2020年９月30日

自 2019年４月１日

至 2020年３月31日

売上高 （百万円） 252,476 179,490 490,421

経常利益又は経常損失(△) （百万円） 13,711 △2,112 24,298

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

（百万円） 11,257 △2,318 10,987

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,863 4,046 △8,886

純資産額 （百万円） 328,419 312,050 309,136

総資産額 （百万円） 651,112 621,997 625,899

１株当たり四半期（当期）純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

（円） 264.08 △54.39 257.76

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.0 44.5 43.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 15,057 23,344 41,033

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △20,755 △15,541 △39,326

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 5,289 12,571 10,526

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 45,115 78,075 57,843

回次
第96期

第２四半期
連結会計期間

第97期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日

至 2019年９月30日

自 2020年７月１日

至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

（円） 41.50 △17.94

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、または

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況で推移

しました。足元では、新型コロナウイルスの感染者数が減少傾向となり、社会経済活動のレベルを引き上げていく

なかで、個人消費や鉱工業生産は持ち直しているものの、国内外の感染症動向や金融資本市場の変動等、依然とし

て先行きは不透明な状況が継続しております。

　このような経済環境の中、特殊鋼の主要需要先である自動車関連の受注は、第１四半期を底に回復基調にあるも

のの、新型コロナウイルス感染症の影響による世界各地での自動車販売減少と、それに伴う日系自動車メーカーの

車両生産減少を受け、前年同期比で減少しました。産業機械の受注も経済活動の停滞で減少しましたが、半導体関

連の受注は設備投資の回復により増加しました。この結果、鋼材売上数量は前年同期比で減少しました。一方、原

材料・資材関係については、鉄屑価格は国内需給の緩和により前年同期よりも安値で推移し、また製鋼工程で使用

する黒鉛電極等の副資材価格も下向きました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の連結経営成績は、売上高は前年同期比729億85百万円減収の1,794億90百

万円、経常損益は前年同期比158億23百万円減益の21億12百万円の損失、親会社株主に帰属する四半期純損益は前年

同期比135億76百万円減益の23億18百万円の損失となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①特殊鋼鋼材

構造用鋼は、主要需要先である自動車関連や産業機械向けの受注減少を受け、前年同期比で数量が減少しまし

た。工具鋼も、自動車関連の受注減少を受け、前年同期比で数量が減少しました。主要原材料である鉄屑価格は、

国内需給の緩和により安値で推移し、また製鋼工程で使用する黒鉛電極等の副資材価格も下向きました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の特殊鋼鋼材の売上高は、売上数量の減少により前年同期比38.4％減少の

598億34百万円、営業損益は前年同期比61億99百万円減益の29億84百万円の損失となりました。

②機能材料・磁性材料

ステンレス鋼および高合金は、半導体関連の受注では設備投資の回復により増加しましたが、自動車関連や産業

機械向けの受注は減少し、前年同期比で数量が減少しました。磁石製品は国内外の、粉末製品は海外の自動車関連

需要の減少により、売上高が減少しました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の機能材料・磁性材料の売上高は、売上数量の減少により前年同期比23.5

％減少の648億６百万円、営業利益は前年同期比47億70百万円減益の21億75百万円となりました。

③自動車部品・産業機械部品

自由鍛造品は、半導体関連や重電需要が好調に推移しましたが、航空機需要等が減少し、売上高は前年同期比で

減少しました。エンジンバルブ部品・型鍛造品は自動車生産の減少を受け、売上高は前年同期比で減少しました。

精密鋳造品は、自動車生産の減少に伴うターボ関連製品の需要が減少し、売上高は前年同期比で減少しました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の自動車部品・産業機械部品の売上高は、売上数量の減少により前年同期

比27.8％減少の360億50百万円、営業損益は前年同期比47億16百万円減益の40億96百万円の損失となりました。
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④エンジニアリング

自動車部品向け熱処理炉受注の減少およびメンテナンス事業の案件減少により、当第２四半期連結累計期間の売

上高は、前年同期比17.0％減少の102億65百万円、営業利益は前年同期比10億34百万円減益の４億89百万円となりま

した。

　 ⑤流通・サービス

当第２四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比1.9％増加の85億33百万円、営業利益は前年同期比５億31百万

円減益の８億77百万円となりました。

当社グループの当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前期末に比べ39億２百万円減少し6,219億97百万円とな

りました。総資産の増加の主な内訳は、「現金及び預金」の増加202億31百万円、「投資有価証券」の増加87億67百

万円、減少の主な内訳は、「受取手形及び売掛金」の減少216億58百万円、「たな卸資産」の減少106億23百万円で

あります。

「現金及び預金」は、新型コロナウイルス感染症に伴う事業や金融環境の変化に対応するため手元資金の流動性

を高めたことにより増加しました。「投資有価証券」は、保有株式の時価の上昇等により増加しました。「受取手

形及び売掛金」および「たな卸資産」は、主として売上減少により減少しました。

また、当社グループの当第２四半期連結会計期間末の非支配株主持分を含めた純資産額は、前期末に比べ29億14

百万円増加し3,120億50百万円となりました。純資産の増加の主な内訳と要因は、保有株式の時価の上昇等による

「その他有価証券評価差額金」の増加68億84百万円、減少の主な内訳と要因は、親会社株主に帰属する四半期純損

失23億18百万円の計上等による「利益剰余金」の減少30億68百万円であります。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は44.5％となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末対比202億32百万

円増加し、780億75百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、233億44百万円（前年同期比82億87百万円の増加）となりました。収入の主な内

訳としては、売上規模の縮小に伴う売上債権の減少241億91百万円、たな卸資産圧縮102億13百万円であり、支出の

主な内訳は、仕入債務の減少187億63百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、155億41百万円（前年同期比52億13百万円の減少）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出149億21百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、125億71百万円（前年同期比72億81百万円の増加）となりました。収入の主な内

訳は、長期借入れによる収入255億22百万円であり、支出の主な内訳は、コマーシャル・ペーパーの減少額170億円

であります。

当社グループでは、受注の回復が見られるものの依然厳しい経営環境が継続するものと見込んでおり、固定費を

中心とした徹底的なコスト圧縮策を推し進め、安定的なキャッシュ・フローを創出するよう事業活動を続けてまい

ります。設備投資資金は長期借入金や社債により、運転資金は短期借入金により安定的に調達することを基本方針

としております。また、新型コロナウイルス感染症による事業や金融環境の変化に対応するための手元資金を十分

確保し、円滑な事業活動を行うことを留意してまいります。
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(3) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は21億85百万円であります。

(4) 生産、受注及び販売の実績

新型コロナウイルスの感染拡大による自動車関連や産業機械向けの受注減少を受けたことにより、当第２四半期

連結累計期間における当社グループの生産、販売の実績は著しく減少しております。

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、締結した経営上の重要な契約は、以下のとおりであります。

　グループ経営の強化を一段と進めることを目的として、当社連結子会社の㈱大同キャスティングスは子会社であ

る大同凱思英鋳造(蘇州)有限公司について譲渡契約を締結いたしました。

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日

㈱大同キャスティングス
（連結子会社）

３社共同
蘇州星凱睿商貿有限公司
浙江亜辰新材料科技有限公司
豫洲短板産業株式会社

大同凱思英鋳造(蘇州)
有限公司に関する譲渡
契約

2020年９月７日
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 116,000,000

計 116,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,448,769 43,448,769
㈱東京証券取引所
㈱名古屋証券取引所
各市場第一部

単元株式数は100株で
あります。

計 43,448,769 43,448,769 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

　2020年７月１日～
　2020年９月30日

－ 43,448,769 － 37,172 － 9,293
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(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本製鉄㈱ 東京都千代田区丸の内２－６－１ 3,100 7.27

㈱日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１－８－12 2,808 6.58

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 2,469 5.79

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２－１－１ 2,075 4.86

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 1,577 3.69

日本発條㈱ 横浜市金沢区福浦３－10 1,449 3.39

㈱三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,405 3.29

本田技研工業㈱ 東京都港区南青山２－１－１ 1,305 3.06

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１ 869 2.03

㈱デンソー 愛知県刈谷市昭和町１－１ 800 1.87

計 ― 17,861 41.88

(注)１ 発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示し

ております。

　 ２ 上記の他に、当社所有の自己株式808千株があります。

　 ３ 2020年７月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券㈱およびそ

の共同保有者である野村アセットマネジメント㈱が2020年７月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ

れているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができない部分につい

ては、上記「大株主の状況」では含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下の

とおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋１－９－１ 77 0.18

野村アセットマネジメント㈱ 東京都江東区豊洲２－２－１ 2,176 5.01

計 ― 2,253 5.19
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株)
議決権の数

(個)
内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

－
普通株式 808,600

（相互保有株式）
－

普通株式 31,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,492,000 424,920 －

単元未満株式 普通株式 116,769 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 43,448,769 － －

総株主の議決権 － 424,920 －

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式421株のうち400株(議決権の数４個)が

含まれております。

② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

大同特殊鋼㈱ 名古屋市東区東桜１－１－10 808,600 － 808,600 1.86

（相互保有株式）

丸太運輸㈱ 名古屋市瑞穂区新開町22－20 17,800 － 17,800 0.04

川一産業㈱ 川崎市川崎区大島３－７－14 12,600 － 12,600 0.02

東北特殊鋼㈱ 仙台市太白区長町７－20－１ 1,000 － 1,000 0.00

計 － 840,000 － 840,000 1.93

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年

９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 59,558 79,789

受取手形及び売掛金 102,254 80,596

電子記録債権 16,027 13,139

たな卸資産 ※１ 127,174 ※１ 116,550

その他 5,721 6,726

貸倒引当金 △93 △79

流動資産合計 310,641 296,723

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 83,464 83,702

機械装置及び運搬具（純額） 101,976 104,237

その他（純額） 52,051 50,062

有形固定資産合計 237,492 238,002

無形固定資産 1,619 2,185

投資その他の資産

投資有価証券 65,330 74,097

退職給付に係る資産 5,262 5,571

その他 5,728 5,549

貸倒引当金 △175 △133

投資その他の資産合計 76,145 85,085

固定資産合計 315,257 325,274

資産合計 625,899 621,997
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 40,828 29,936

電子記録債務 25,993 17,777

短期借入金 80,927 89,828

コマーシャル・ペーパー 17,000 －

未払法人税等 2,861 1,624

賞与引当金 7,576 7,424

その他の引当金 2,691 1,703

その他 20,540 17,508

流動負債合計 198,419 165,804

固定負債

社債 35,000 35,000

長期借入金 59,508 81,126

その他の引当金 3,633 4,911

退職給付に係る負債 10,762 11,333

その他 9,438 11,770

固定負債合計 118,344 144,142

負債合計 316,763 309,946

純資産の部

株主資本

資本金 37,172 37,172

資本剰余金 30,449 30,449

利益剰余金 212,136 209,068

自己株式 △3,656 △3,657

株主資本合計 276,101 273,032

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,415 11,299

繰延ヘッジ損益 △3 △47

土地再評価差額金 1,537 1,537

為替換算調整勘定 712 △229

退職給付に係る調整累計額 △9,203 △8,778

その他の包括利益累計額合計 △2,539 3,783

非支配株主持分 35,574 35,235

純資産合計 309,136 312,050

負債純資産合計 625,899 621,997
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 252,476 179,490

売上原価 210,167 158,495

売上総利益 42,309 20,994

販売費及び一般管理費 ※１ 28,597 ※１ 24,526

営業利益又は営業損失（△） 13,711 △3,531

営業外収益

受取利息 99 77

受取配当金 975 799

雇用調整助成金 － 2,493

持分法による投資利益 375 56

その他 432 804

営業外収益合計 1,882 4,232

営業外費用

支払利息 418 418

環境対策引当金繰入額 295 1,342

固定資産除却損 326 377

為替差損 222 257

その他 619 417

営業外費用合計 1,882 2,813

経常利益又は経常損失（△） 13,711 △2,112

特別利益

投資有価証券売却益 33 38

固定資産売却益 7,441 －

特別利益合計 7,474 38

特別損失

固定資産圧縮損 2,772 －

投資有価証券評価損 667 －

その他 259 －

特別損失合計 3,699 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

17,485 △2,073

法人税、住民税及び事業税 5,611 1,167

法人税等調整額 105 △1,016

法人税等合計 5,717 151

四半期純利益又は四半期純損失（△） 11,768 △2,225

非支配株主に帰属する四半期純利益 511 93

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

11,257 △2,318
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 11,768 △2,225

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,752 6,890

繰延ヘッジ損益 △23 △43

為替換算調整勘定 △647 △1,022

退職給付に係る調整額 △456 460

持分法適用会社に対する持分相当額 △25 △12

その他の包括利益合計 △3,905 6,272

四半期包括利益 7,863 4,046

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,387 4,095

非支配株主に係る四半期包括利益 475 △48
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

17,485 △2,073

減価償却費 12,022 12,794

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △56

賞与引当金の増減額（△は減少） △93 △146

その他の引当金の増減額（△は減少） △315 290

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △817 168

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 429 754

受取利息及び受取配当金 △1,074 △877

支払利息 418 418

為替差損益（△は益） 24 96

持分法による投資損益（△は益） △375 △56

投資有価証券売却損益（△は益） △33 △38

投資有価証券評価損益（△は益） 667 －

有形固定資産除却損 492 379

有形固定資産売却損益（△は益） △7,609 △6

固定資産圧縮損 2,772 －

売上債権の増減額（△は増加） 10,575 24,191

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,101 10,213

仕入債務の増減額（△は減少） △18,828 △18,763

その他 △993 △1,699

小計 19,832 25,589

利息及び配当金の受取額 1,275 931

利息の支払額 △440 △394

法人税等の支払額 △5,610 △2,781

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,057 23,344

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △422 △498

定期預金の払戻による収入 78 497

有形固定資産の取得による支出 △27,387 △14,921

有形固定資産の売却による収入 8,077 12

投資有価証券の取得による支出 △717 △7

投資有価証券の売却による収入 37 63

貸付けによる支出 △21 △13

貸付金の回収による収入 19 15

その他 △418 △689

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,755 △15,541
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,578 5,863

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 12,000 △17,000

長期借入れによる収入 11,758 25,522

長期借入金の返済による支出 △12,487 △679

社債の発行による収入 15,000 －

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △2 △1

子会社の自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △2,769 △644

非支配株主への配当金の支払額 △462 △286

その他 △169 △201

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,289 12,571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △175 △470

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △583 19,903

現金及び現金同等物の期首残高 40,728 57,843

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 4,970 328

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 45,115 ※１ 78,075
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

連結決算の開示内容の充実のため、前連結会計年度において非連結子会社でありましたDaido Shimomura

Steel Manufacturing (Thailand) Co.,Ltd.他２社を第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めておりま

す。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、決算日が12月31日であったDaido Steel (Thailand) Co., Ltd.およびDaido Steel (America) Inc.に

ついて、同日現在の財務諸表を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っておりましたが、決算日を３月31日に変更したことに伴い、当第２四半期連結累計期間は2020年１月１日

から2020年９月30日までの９か月間を連結しております。

なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルス感染拡大の影響の収束時期等

を含む仮定および会計上の見積りについて、重要な変更はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

(1)※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

商品及び製品 61,805百万円 54,690百万円

仕掛品 28,086 〃 25,781 〃

原材料及び貯蔵品 37,281 〃 36,077 〃

　

(2) 偶発債務

下記会社等の借入金について、債務保証を行っております。

（ ）は連結会社負担分であります。

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

DMS MOLDES MEXICO
S.A. DE C.V.

567百万円 ( 195百万円)
DMS MOLDES MEXICO
S.A. DE C.V.

542百万円 ( 105百万円)

その他 181　〃 ( 181　〃 ) その他 140　〃 ( 140　〃 )

合計 749　〃 ( 376　〃 ) 合計 682　〃 ( 245　〃 )
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

運搬費 7,778百万円 5,134百万円

給与手当及び福利費 10,583 〃 10,233 〃

賞与引当金繰入額 2,677 〃 2,580 〃

退職給付費用 274 〃 1,043 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

現金及び預金勘定 46,449百万円 79,789百万円

預入れ期間が３ヵ月を超える定期預金 △1,334　〃 △1,714　〃

現金及び現金同等物 45,115　〃 78,075　〃

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,771 65.00 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月31日
取締役会

普通株式 2,345 55.00 2019年９月30日 2019年12月５日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 639 15.00 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年10月30日
取締役会

普通株式 426 10.00 2020年９月30日 2020年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

特殊鋼鋼材
機能材料・
磁性材料

自動車部品
・産業機械

部品

エンジニア
リング

流通・
サービス

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

売上高

外部顧客への
売上高

97,117 84,693 49,928 12,361 8,375 252,476 － 252,476

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

30,643 8,115 11,534 462 6,752 57,509 △57,509 －

計 127,761 92,808 61,463 12,824 15,128 309,986 △57,509 252,476

セグメント利益 3,215 6,946 620 1,524 1,409 13,715 △3 13,711

(注)１ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

特殊鋼鋼材
機能材料・
磁性材料

自動車部品
・産業機械

部品

エンジニア
リング

流通・
サービス

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

売上高

外部顧客への
売上高

59,834 64,806 36,050 10,265 8,533 179,490 － 179,490

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

21,378 5,324 8,457 224 5,914 41,300 △41,300 －

計 81,213 70,131 44,508 10,490 14,447 220,790 △41,300 179,490

セグメント利益
又は損失(△)

△2,984 2,175 △4,096 489 877 △3,538 6 △3,531

(注)１ セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

264円08銭 △54円39銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

11,257 △2,318

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

11,257 △2,318

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,629 42,628

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

２ 【その他】

2020年10月30日開催の取締役会において、第97期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）中間配当につき、次

のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当総額 426百万円

(2) １株当たり中間配当金額 10円00銭

(3) 支払請求の効力発生日および支払開始日 2020年12月７日

　 （注）2020年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年11月11日

大同特殊鋼株式会社

　取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

名 古 屋 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 橋 寿 佳 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 部 彰 彦 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 滝 川 裕 介 印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大同特殊鋼株式会

社の2020年4月1日から2021年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年7月1日から2020年9月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大同特殊鋼株式会社及び連結子会社の2020年9月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　 以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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